
第５５期
決 算 公 告

２０２３年４月 １日から
２０２４年３月３１日まで

富山県射水市奈呉の江１２番地の３

アイシン軽金属株式会社



資 産 の 部 負 債 お よ び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

[ 資 産 の 部 ] [ 負 債 の 部 ]

流 動 資 産 29,636 流 動 負 債 16,682

現 金 預 金 134 電 子 記 録 債 務 1,527

預 け 金 10,842 買 掛 金 6,699

受 取 手 形 23 未 払 金 2,353

電 子 記 録 債 権 317 未 払 法 人 税 等 971

売 掛 金 9,678 未 払 費 用 4,057

製 品 1,346 災 害 損 失 引 当 金 108

原 材 料 2,433 預 り 金 62

仕 掛 品 821 役 員 賞 与 引 当 金 45

貯 蔵 品 1,691 未 払 消 費 税 等 856

未 収 入 金 2,067

前 払 費 用 286

仮 払 金 1 固 定 負 債 2,879

貸 倒 引 当 金 △7 退 職 給 付 引 当 金 2,595

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 258

そ の 他 固 定 負 債 25

固 定 資 産 30,259 負 債 計 19,561

有 形 固 定 資 産 24,674

建 物 5,868

構 築 物 481

機 械 装 置 9,998

車 両 運 搬 具 80 [ 純 資 産 の 部 ]

工 具 器 具 備 品 1,572 株 主 資 本 40,086

土 地 2,337 資 本 金 1,500

建 設 仮 勘 定 4,335 資 本 剰 余 金 750

無 形 固 定 資 産 154 資 本 準 備 金 750

電 話 加 入 権 2 利 益 剰 余 金 37,836

施 設 加 入 権 2 利 益 準 備 金 375

ソ フ ト ウ ェ ア 149 そ の 他 利 益 剰 余 金 37,461

投 資 そ の 他 の 資 産 5,430 別 途 積 立 金 5,000

投 資 有 価 証 券 1,176 繰 越 利 益 剰 余 金 32,461

関 係 会 社 株 式 2,210 評 価 ・ 換 算 差 額 等 248

繰 延 税 金 資 産 2,036 その他有価証券評価差額金 248

そ の 他 の 投 資 等 7 純 資 産 計 40,334

合 計 59,896 合 計 59,896

貸 借 対 照 表
（２０２４年３月３１日現在）

単位：百万円

(記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております）

計算書類



損 益 計 算 書

２０２３年４月 １日から
２０２４年３月３１日まで

単位：百万円

科 目 金 額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

101

219

0

303

89,920

79,582

10,338

4,459

5,878

321

303

5,896

5,896

1,594

△199

4,501

(記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております）



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）有価証券の評価基準および評価方法

①子会社株式等‥‥‥‥総平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法

（差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により処理しております）

時価のないもの‥‥総平均法による原価法

（２）たな卸資産の評価基準および評価方法

①製品、原材料、仕掛品は総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）により評価しております。

②貯蔵品は主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）により評価しております。

（３）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定率法

但し、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び２０１６年

４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。

②無形固定資産：定額法

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

（４）引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を基本として総合的に

勘案し、また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②退職給付引当金

従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき当期末において発生していると認められる額を計上しております。

③役員退職慰労引当金‥‥役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額

の１００％を計上しております。

④役員賞与引当金

役員賞与引当金は、役員賞与の支給に備えるため、当期末における支給見込額の当期末

相当額を計上しております。

⑤災害損失引当金

災害損失引当金は、２０２４年１月１日に発生した「令和６年 能登半島地震」の被災箇所の

復旧等に要する支出に備えるため、見積書を基に見込額を計上しております。

（５）消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（６）収益及び費用の計上基準

製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品

を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、

顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識して

おります。

２．貸借対照表に関する注記

（１）関係会社に対する短期金銭債権 １９,６３４百万円

（２）関係会社に対する短期金銭債務 ２,３７２百万円

（３）有形固定資産の減価償却累計額 ９０,２８８百万円



属 性
会社等の
名 称

議 決 権 等
の 被 所 有
割 合 ( % )

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役員の兼

任等(人)
事 実 上
の 関 係

親 会 社 株式会社
アイシン

被所有
直接55.2%
間接 8.7%

兼任 2人 自 動 車
部 品 の
販 売

自動車部品
の販売
ロイヤリティ
の受取

71,721

1,145

売 掛 金 7,158

仕 入 高 12,378 買 掛 金 1,242

資金の預入 9,247 預 け 金 10,842

その他の
関係会社

ト ヨ タ
自 動 車
株式会社

被所有
直接40.0%
所有
直接 0.0%

兼任１人 自 動 車
部 品 の
販 売

自動車部品
の販売

7,912 売 掛 金 865

４．関連当事者との取引に関する注記
(１）親会社および法人主要株主等

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１）関連当事者との取引条件については、市場価格、総原価を勘案して希望価格を提示し、

毎期価格交渉のうえ決定しています。
（注２）資金の預入の取引金額は期中の平均残高を記載しております。
（注３）資金の預入利息については、市場金利を勘案して決定しております。
（注４）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

５．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たりの純資産額 ２１,５１１円９１銭
（２）１株当たりの当期純利益 ２,４００円７１銭

３．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払費用、減価償却限度超過額の否認等

であり、評価性引当金を控除しております。


